
水田農業経営安定推進対策補助金交付要綱

制  定 令和３年１０月８日付け農畜第８０９号  

一部改正 令和３年１２月２０日付け  農畜第１１４１号 

一部改正 令和４年５月１３日付け 農畜第１５２４号 

一部改正 令和５年３月２２日付け 農畜第１３９６号 

（趣旨） 

第１ 長期化するコロナ禍の影響による全国的な米価低迷に加えて、エネルギー価格・物価高騰の影響

による米の生産コストの上昇が見込まれるなど生産者にとっては依然として厳しい状況にある。

このような状況に対応するため、地域農業再生協議会（経営所得安定対策等実施要綱（平成２

３年４月１日付け２２経営第７１３３号農林水産事務次官依命通知）Ⅱの１に定める農業再生協

議会。以下「地域協議会」という。）が実施する需要のある作物への転換や、高いコスト削減効

果が期待される多収穫米の生産面積拡大に必要な施設 ・機械の整備等、農業経営を継続・安定さ

せるために必要な取組に対し、予算の範囲内において補助金を交付する。また、その交付につい

ては、補助金等交付規則（昭和３２年島根県規則第３２号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか、この要綱に定めるところによる。 

 （補助事業区分、補助率等） 

第２ 事業費補助金の補助事業区分は、（１）地域における需要に応じた生産のしくみづくり支援、

（２）実需者との連携による転換作物生産支援、（３）飼料用米の拡大分支援、（４）多収穫米

施設等導入支援とし、事業に係る手続きについては補助事業区分毎に行うものとする。 

２ 補助対象経費、事業実施主体及び補助率等は、別表１に定めるところによる。 

３ 算出された交付額に千円未満が生じた場合は切り捨てるものとする。ただし、補助事業区分

（２）及び（３）は除く。 

 （補助金の交付申請） 

第３ 事業実施主体が、規則第４条の規定により補助金の交付を受けようとするときには、様式第１

号（交付申請書）を知事に提出しなければならない。 

２ 事業実施主体は、前項の申請書を提出するに当たって、事業実施主体において当該補助金に係

る消費税等仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、

消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金

額と当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額と

の合計額に交付率を乗じて得た金額をいう。以下同じ）があり、かつ、その金額が明らかな場合

には、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費

税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りではない。 

 （変更交付申請） 

第４  事業実施主体が、規則第９条第１項に規定された、次の各号に掲げるいずれかの重要な変更を

行おうとするときには、様式第２号の取り扱いに定められた変更承認申請書を知事に提出し、承



認を受けなければならない。なお、重要な変更以外の軽微な変更については、別途指示を受ける

ものとする。 

（１）補助事業の中止又は廃止 

（２）事業実施主体の事業種目の補助金を増額する場合又は 20 パーセントを超えて減額する場合 

（３）その他知事が必要と認める場合 

  （概算払請求） 

第５  事業実施主体が概算払により補助金の交付を受けようとするときは、様式第３号による請求書

を知事に提出しなければならない。 

  （完了報告） 

第６  事業実施主体は、事業が完了したときは様式第４号により完了報告を行い、速やかに検査を受

けなければならない。 

 （実績報告） 

第７ 事業実施主体が規則第１０条の規定により提出する実績報告書は、様式第５号によるものとし、

提出の時期は、補助事業が完了した日から起算して３０日を経過した日又は補助金の交付決定を

受けた日の属する年度の末日のいずれか早い日とする。ただし、補助金の全額が概算払により交

付された場合は、交付決定を受けた年度の翌年度の４月３０日とする。 

２ 事業実施主体は、実績報告を行うに当たっては、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係

る仕入控除税額が明らかとなった場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならな

い。 

 （財産の処分の制限） 

第８  規則第１３条第１項第４号の規定に基づき知事が指定する財産は、全ての機械及び器具とする。 

 ２ 規則第１３条第２項に規定する知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令

（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間とする。 

 （消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定） 

第９ 知事は、第３の２ただし書の規定による交付の申請がなされた場合において、補助金の額の確

定前に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税

額が確定したときには、補助金の額を確定する際に当該仕入控除税額を減額して補助金の額を確

定するものとする。 

２ 事業実施主体は、補助金の額の確定後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費

税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、様式第６号による報告書を知事に

提出しなければならない。 

３ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全額

又は一部の返還を命ずるものとする。 



（区分経理） 

第１０ 事業実施主体は、当該補助金の補助対象事業に係る会計と他の事業に係る会計を区分して経

理を行うものとする。 

 （帳簿等の保存） 

第１１ 補助事業を実施するに当たっては、当該補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿並

びに証拠書類を備え、補助金交付の決定を受けた年度の翌年度から５年間保管しなければなら

ない。ただし、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で処分制限期間を経過しない

場合においては、財産管理台帳（様式第 7 号）その他関係書類を整備保管しなければならない。 

 （その他） 

第１２ 事業実施主体が本事業の実施にあたって業務の委託や物品の調達等を行う場合、県内中小事

業者に発注するように努めるものとする。 

２ この補助金を交付する事業を実施するにあたり必要な事項は別紙「実施基準」及び「事務取

扱い」によるものとし、それ以外に必要な事項は農林水産部長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和３年１０月８日から施行する。 

附 則（令和３年１２月２０日付け農畜第１１４１号） 

この通知による改正は、令和３年１２月２０日から施行及び、適用する。 

附 則（令和４年５月１３日付け農畜第１５２４号） 

この通知による改正は、令和４年５月１３日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

附 則（一部改正 令和５年３月２２日付け 農畜第１３９６号） 

１ この通知による改正は、令和５年３月２２日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

２ 令和４年度までに実施した事業については、なお従前の例によることとする。 



別表１

事業区分 事業内容及び対象経費 事業実施主体 補助率等 交付先 

（１）地域

における需

要に応じた

生産のしく

みづくり支

援 

需要と結びついた作物生産や耕畜連携のしくみづくり、セーフティネット加入促進

に取り組む地域協議会の活動を支援。 

＜対象となる取組＞ 

① 需要と結びついた作物への農業者の誘導 

② Ｒ４年の作物作付動向の把握 

③ 主食用米や他作物の販路開拓活動 

④ ＷＣＳや飼料用米の耕種・畜産による取組拡大計画の協議 

⑤ セーフティネット加入促進 等 

※対象経費は別表３のとおり 

※採択及び予算額の配分については別紙１のとおりとする。 

地域農業再生協議会 補助率：1/2 以内 

補助上限額： 

50 万円以内 

地域農業

再生協議

会 

（２）実需

者との連携

による転換

作物生産支

援 

①県版畑作物産地形成促進事業 

国の畑作物産地形成促進事業（低コスト生産等の取組）に応募し、ポイント制により不採

択となった取組について、同様の取組を行う場合にその助成に係る経費と事業を実施する

ために必要な事務経費を支援。 

採択及び予算額の配分については別紙１のとおりとする。 

＜推進事務費＞ 

事業を実施するために必要な事務経費を支援。 

生産者への振込手数料 

事業の周知、振込通知等、生産者との連絡にかかる経費 

取組確認にかかる人件費 

その他農山漁村振興課長が事業を実施するために必要と認める経費 

地域農業再生協議会 支援単価： 

別表３のとおり 

補助率：定額 

推進事務費：定額 

（1 地域協議会あたり

上限 10 万円以内）

地域農業

再生協議

会 

②県版コメ新市場開拓等促進事業 

国のコメ新市場開拓等促進事業（低コスト生産等の取組）に応募し、ポイント制により不採

択となった取組について、同様の取組を行う場合にその助成に係る経費と事業を実施する

ために必要な事務経費を支援。 

※採択及び予算額の配分については別紙１のとおりとする。 

＜推進事務費＞ 

事業を実施するために必要な事務経費を支援。 

生産者への振込手数料 

事業の周知、振込通知等、生産者との連絡にかかる経費 

地域農業再生協議会 支援単価： 

別表３のとおり 

補助率：定額 

推進事務費：定額 

（1 地域協議会あたり

地域農業

再生協議

会
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取組確認にかかる人件費 

その他農山漁村振興課長が事業を実施するために必要と認める経費 
上限 10 万円以内） 

③県版麦・大豆生産技術向上事業

国の麦・大豆生産技術向上事業（新たな営農技術等の導入）に応募し、ポイント制により

不採択となった水田での取組について、同様の取組を行う場合にその助成に係る経費と事

業を実施するために必要な事務経費を支援。 

※採択及び予算額の配分については別紙１のとおりとする。 

＜推進事務費＞ 

事業を実施するために必要な事務経費を支援。 

生産者への振込手数料 

事業の周知、振込通知等、生産者との連絡にかかる経費 

取組確認にかかる人件費 

その他農山漁村振興課長が事業を実施するために必要と認める経費 

地域農業再生協議会 支援単価： 

別表４のとおり 

補助率：定額 

推進事務費：定額 

（1 地域協議会あたり

上限 10 万円以内） 

地域農業

再生協議

会

（３）飼料用

米の拡大分

支援 

経営所得安定対策実施要綱のⅣの第2の６の（１）戦略作物助成（飼料用米）の対象面積

（以下「飼料用米作付面積」）を拡大した生産者に対して、面積の拡大に応じた助成を行う

取組及びその実施に要する事務経費を支援。ただし、助成対象は以下の要件を満たす生

産者のみとすること。 

過去 2年のいずれと比較しても飼料用米の作付面積が拡大していること 

適切な栽培管理に取り組んでおり、地域の基準収量の 8割以上の収穫量があること 

※基準収量の8割に満たない場合においても、理由書の提出等により生産者の責に

帰さないと認められる場合は対象とする。 

また、生産者ごとに飼料用米作付面積の前年度からの拡大面積及び前前年度からの拡

大面積を算定し、そのうち小さい方の拡大面積を助成対象面積とすること。 

※生産者が新たに組織化した場合は構成員の前年度飼料用米作付面積の総和を比較対

象とする。また、法人化や経営継承等で交付対象が変更された場合も同様に前年度の実

質的な作付面積を比較対象とする。 

※採択及び予算額の配分については別紙１のとおりとする。 

＜推進事務費＞ 

事業を実施するために必要な事務経費を支援。 

生産者への振込手数料 

事業の周知、振込通知等、生産者との連絡にかかる経費 

取組確認にかかる人件費 

地域農業再生協議会 支援単価：3,000 円

/10a 以内 

推進事務費：定額 

（1 協議会あたり上限

10 万円以内） 

地域農業

再生協議

会 
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その他農山漁村振興課長が事業を実施するために必要と認める経費 

（４）多収

穫米施設等

導入支援 

 水稲生産面積を拡大し、かつ多収穫米の生産面積を拡大する場合、その拡大に必要

な施設・機械等の導入を支援する。 

※採択及び予算額の配分については別紙１のとおりとする。 

＜補助要件＞ 

 多収穫米の面積拡大（50a 以上）及び 

 事業実施年度の翌々年度を目標年度とした多収穫米作付拡大計画の作成 

＜対象作物＞ 

 多収穫米(つきあかり、にじのきらめき、他農山漁村振興課長が認める品種) 

＜対象施設等＞  

 育苗施設、乾燥調製施設(建物は除く)、コンバイン 

①認定農業者 

②集落営農法人 等 

※①、②ともに国際

水準ＧＡＰ又は「安

全で美味しい島根の

県産品認証制度（美

味しまねゴールド）」

の認証を既に取得し

ている者、または事

業採択から１年以内

に新たに認証を取得

する者のみを対象と

する。 

補助率：1/3 以内 

※補助上限額

10,000 千円 

下限事業費 

 １機械等当たり 

 500 千円 

事業実施

主体 
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別表３ 県版畑作物産地形成促進事業、県版コメ新市場開拓等促進事業の支援単価及び優先枠

区分 品目 支援単価 優先枠 

県版畑作物産地形成促進事業 麦（加工用） 0.25 万円/10a 2,300 千円

大豆（加工用） 0.25 万円/10a 2,300 千円

麦（新市場開拓用） 0.25 万円/10a  287 千円

大豆（新市場開拓用） 0.25 万円/10a 287 千円

高収益作物（新市場開拓用） １万円/10a 575 千円

高収益作物（加工・業務用）※水田園芸県推進６品目（キャベツ、タマネギ、ブロッ

コリー、白ネギ、アスパラガス、ミニトマト）を除く 

１万円/10a 575 千円

子実用トウモロコシ 0.25 万円/10a 575 千円

県版コメ新市場開拓等促進事業 新市場開拓用米 0.5 万円/10a 4,250 千円

加工用米 0.5 万円/10a 2,833 千円

米粉用米（パン・めん専用品種） 0.5 万円/10a 1,416 千円

別表２ 地域における需要に応じた生産のしくみづくり支援対象経費 

区     分 内        容 

報     酬 会計年度任用職員等（事務処理、軽作業等の報酬） 

共  済  費 報酬等に係る社会保険料 

報  償  費 講師謝礼、視察料 

旅     費 普通旅費 

需  用  費 消耗品費、光熱水費、印刷製本費、会議費、（事業遂行上特に必要なものに限る） 

役  務  費 通信運搬費、手数料 

委  託  料 各種調査等に係る事務のうち、その事務の一部又はすべてを国、都道府県及び地域協議会構成機関等職員等以外の者に委託する場合の当

該委託料 

使用料及び賃借料 建物、機械・器具、自動車等の借り上げ料及び損料 

備 品 購 入 費 資料として必要な図書等の購入経費（その合計額は、５０万円未満とする） 

負  担  金 研修負担金、イベント等参加負担金 

そ  の  他 上記以外のもので事業遂行上特に必要と思われる費用 
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別表４ 県版麦・大豆生産技術向上事業

助成対象とする取組 取組内容 要件 支援単価 

１ 排水対策技術の導入 弾丸暗渠の施工、心土破砕又は深耕に

より、透排水性の改善に取り組む。 

・取組内容欄に掲げた技術以外の技術を導入する

場合にあっては、生産性向上に向けた技術であ

り、県において普及すべき技術として位置付けた

技術であること。 

1,000 円/10a 

※最大２つまで取り組

むことが可能 

２  高度排水対策技術の導入 無材穿孔暗渠又は有材補助暗渠によ

り、透排水性の改善に取り組む。 

 1,500 円/10a 

３  効率的播種技術の導入 省力化等による生産性向上に向け、耕

うん同時畝立て播種、小明渠浅耕播種

又は狭畦密植栽培の導入により、播種

作業の改善に取り組む。 

・取組内容欄に掲げた技術以外の技術を導入する

場合にあっては、生産性向上に向けた技術であ

り、県において普及すべき技術として位置付けた

技術であること。 

2,500 円/10a 

４ 先進技術の導入 スリット成形播種技術又はカットブレ

ーカーによる幅広型心土破砕の導入に

より、生産性の向上に取り組む。 

 5,000 円/10a 

５  土壌診断に基づく土づくり 土壌診断を行い、ほ場の状況に応じた

有機質資材や酸度矯正資材等の施用に

取り組む。 

・ｐＨ、窒素、リン、カリの分析を必須とするこ

と。 

1,500 円/10a 

６ 麦種に応じた最適な施肥の実施 麦の品質や生産性を向上させるため、

麦種に応じ、施肥配分や施肥方法の見

直しに取り組む。 

 1,500 円/10a 

７  需要に応じた品種転換 需要のある品種又は収量性若しくは加

工適性に優れる品種への転換に取 

り組む。 

・播種前に実需者等との間で売買契約を締結する

こと。 

3,750 円/10a 

８ 化学肥料の低減 化学肥料の使用量を地域の慣行レベル

以下かつ前作より１割以上の低減に取

り組む。 

 500 円/10a 

９ 化学農薬の低減 化学農薬の使用量を地域の慣行レベル

以下かつ前作より１割以上の低減に取

り組む。 

 500 円/10a 

10 スマート農業技術を活用した生産

の高度化・省力化 

ドローンによる農薬・肥料散布、収量

等センサー付きコンバインによる収

・取組内容欄に掲げた技術以外のスマート農業技

術を導入する場合にあっては、生産性向上に向け

2,500 円/10a 
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穫、自動操舵トラクターと連動した高

精度播種、センシングに基づく可変施

肥又は営農管理システムの活用によ

り、生産の高度化・ 省力化に取り組 

む。 

た技術であり、県において普及すべきスマート農

業技術として位置付けた技術であること。 

11  麦・大豆の新規作付け 麦・大豆の国産化に向けて、新たに麦・

大豆の生産に取り組む。 

 3,750 円/10a 

12 複数年契約の導入 播種前に実需者等との間で複数年の売

買契約を締結し、安定した供給体制の

構築に取り組む。 

 750 円/10a 

13 農地の均平化 レーザーレベラーや GPSレベラー等を

用いて農地の均平化に取り組 

む。 

 2,500 円/10a 

14 地域特認技術 地域の環境や農業の実態等を踏まえ

て、麦・大豆の生産性向上に取り組む。

・県において普及すべき技術として位置付けた技

術であること。 

・麦・大豆生産技術向上事業実施要領（令和４

年 12 月 12 日付け４農産第 3475 号農林水産省

農産局長通知）の別記に基づき地方農政局長

等に承認されていること。 

各地域農業再生協議会

にて設定 

（ 最 大 で 5,000 円

/10a、この範囲内で複

数の技術を設定可） 
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別紙１ 

事業の採択及び配分基準等について 

１ 交付要綱別表１の（１）地域における需要に応じた生産のしくみづくり支援の採択及び予算額の配分について

は、以下のとおりとする。 

 （１） 農山漁村振興課長は、事業実施前に本事業の実施に対する要望調査を実施し、要望合計額が予算額を

上回る場合には、予算額の範囲内に収まるまで補助上限額を減額してから予算額を配分する。 

２ 交付要綱別表１の（２）実需者との連携による転換作物生産支援のうち、①県版畑作物産地形成促進事業及

び②県版コメ新市場開拓等促進事業の採択及び予算額の配分については、以下のとおり、地域農業再生協議

会の産地・実需協働プランに定められた品目・仕向けごとの成果目標に応じて、配分対象となる地域農業再生

協議会の品目・仕向けを決定し、予算の範囲内において採択・配分するものとする。 

（１） 農山漁村振興課長は、国事業へ申請した際のポイントが上位の品目・仕向けから順に、予算の範囲内に

おいて、要望額を当該地域農業再生協議会へ通知するものとする。 

なお、この配分額の算定に当たっては、まず別表３に定められた品目・仕向けごとの優先枠の予算の範

囲内において、品目・仕向けごとにポイントが上位のものから配分対象とし、続いて優先枠の予算の範囲内

において配分対象とならなかった地域農業再生協議会の品目・仕向けについて、優先枠以外の予算の範

囲内（優先枠の予算に残余があった場合は当該残余額も含む。）において、品目・仕向けに関わらずポイン

トが上位のものから配分対象とするものとする。 

（２） （１）により配分した結果、最後の配分可能額が要望額に満たない場合であって、かつ、同一ポイントの産

地・実需協働プランの品目・仕向けが複数ある場合は、要望額の小さいものから順に配分対象とするものと

する。 

３ 交付要綱別表１の（２）実需者との連携による転換作物生産支援のうち、③県版麦・大豆生産技術向上事業の

採択及び予算額の配分については、以下のとおりとする。 

 （１） 農山漁村振興課長は、国事業へ申請した際のポイントが上位の事業計画から順に、予算の範囲内にお

いて、要望額を当該地域農業再生協議会へ通知するものとする。 

（２） （１）により配分した結果、最後の配分可能額が要望額に満たない場合であって、かつ、同一ポイントの事

業計画が複数ある場合は、要望額の小さい事業計画から順に配分対象とするものとする。 

４ 交付要綱別表１の（３）飼料用米の拡大分支援の採択及び予算額の配分については、以下のとおりとする。 

 （１） 農山漁村振興課長は、事業実施前に本事業の実施に対する要望調査を実施し、要望合計額が予算額を

上回る場合には、支援単価を予算額の範囲内に収まるまで一律減額してから予算を配分する。 

５ 交付要綱別表１の（４）多収穫米施設等導入支援の採択及び予算額の配分については、以下のとおりとする。 

（１） 農山漁村振興課長は、事業実施前に本事業の実施に対する要望調査を実施し、要望合計額が予算額を

上回る場合には、目標年度における主食用水稲作付面積に対する多収穫米作付面積の割合が高いものか

ら順に、予算の範囲内で一次審査を通過させる。 

（２） 一次審査を通過した事業実施主体の多収穫米作付拡大計画の妥当性及び規模決定根拠等について総

合的に審査した上で、事業採択の可否を判断し、予算を配分する。 
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 （実施基準） 

第１ 総括的事項 

１ 一般的基準 

（１）本事業は、地域の実情に応じつつ、国庫補助事業やその他の関連する事業との連携のもと

に計画的、総合的に実施する。この場合において、市町村長は、それぞれの事業間の相互連

携に十分配慮するとともに、関係機関・団体等との密接な連携のもとに、事業実施主体等に

対して必要な助言及び指導を行う。 

（２）補助対象事業費は、当該事業の対象地域の実情に即した適正な価格により算定し、施設   

機械整備等の事業規模については、事業目的に合致する程度とする。 

（３）事業実施主体が、自費若しくは他からの助成により実施中又は既に完了している事業を   

本事業の補助対象とすることは認めない。 

（４）事業内容が、国庫補助事業等他の事業で対象となる場合には、それらを優先的に活用す   

る。 

（５）補助対象事業費の低減を図るため、適切と認められる場合には、事業実施主体は直営施   

行を行うことができる。 

（６）補助対象事業は、１カ所又は１施設の個々の事業については、単年度に完了することを   

原則とする。 

（７）施設の整備に当たっては、既存類似施設との調整に努める。 

（８）事業の継続的な効果の発現を図るため、共済事業等への積極的な加入に努めることとす   

る。 

（９）事業の着手は補助金の交付決定に基づき行うものとする。 

２ 施設・機械について 

 施設・機械の整備については、次に掲げる事項によるものとする。 

（１）補助の対象とする施設・機械は、新設若しくは新築によるもの又は新品のものとする。 

ただし、既存の施設・機械及び資材の有効利用、事業費の低減等の観点からみて適当と認め

られる場合には、増築、併設等又は合体施行、直接施行又は古品若しくは古材の利用を推進

するものとする。 

（２）用地の買収若しくは賃借に要する費用又は補償費は、補助対象としないものとする。 

（３）補助対象とする施設・機械は、耐用年数がおおむね５年以上のものとする。 

（４）施設・機械のうち、農林水産業生産活動の範囲以外にも供用できるものは原則として補助

対象としない。 

（５）既存の施設・機械の代替として、同種・同能力のものを再度整備すること（いわゆる更新。）

は、補助対象としないものとする。 

３ 事業実施設計書の作成（施設・機械等を整備する事業） 

（１）事業実施主体は、事業実施計画等に基づき補助対象事業を実施しようとするときは、あら

かじめ総会等の議決等所要の手続きを行って事業の施行方法等を決定した上で、事業実施設

計書を作成する。 

（２）実施設計費は、実施設計に必要な調査費及び実施設計に直接的に必要な費用とし、当該   

設計を委託する場合に限り補助の対象とするものとする。 

なお、実施設計と併せて工事の監理を設計事務所等に委託する場合においては、当該監理料を

実施設計費に含めることができるものとする。 

（３）工事雑費は、事業実施主体が事業の施行に伴い直接必要とする別表第１に掲げる費用で   

あって、原則として工事費の 3.5％を限度とし、事業の実施態様に応じて積算するものとする。 

（４）請負施行の場合は、事業実施設計書の作成に当たって、公正な補助事業の執行が確保され

るよう、事業実施主体と利害関係がない（資本面、人事面、縁故面）と認められる者に請け

負わせて、作成する。 

  ただし、製造請負工事に係る事業実施設計書については、事業実施主体における総会等の

議決等所要の手続きを行った上で、原則として、指名競争入札若しくは指名競争入札に準ず
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る方法（代行施行による競争見積等）により、施工業者を選定し、又は、必要性が明確であ

る場合に限っては単一の施工業者を選定して、当該施工業者に事業実施設計書を提出させ、

これを調整することにより作成する。 

第２ 事業実施に関する事項 

１ 施設等整備事業（交付要綱別表１） 

施設等整備の施行方法は、直営施行、請負施行、委託施行又は代行施行のいずれかによるもの

とし、事業実施主体は、その施行方法ごとに、それぞれ次に掲げる事項に留意して、適正に事業

を施行する。 

なお、１事業は１施行方法により実施することを原則とするが、事業費の低減を図る等のため

適切と認められる場合には、１事業を、工種又は施設等を明確に区分して、２つの施行方法によ

り施行することができる。 

（１）直営施行 

補助事業の対象となるのは、工事材料費、機械器具費、労務費（外部委託に係る部分のみ。）、 

機械借損料及び工事雑費のほか実施設計費（外部委託の場合に限る。）であり、諸経費（現場

管理費及び一般管理費等）は対象としない。外部から調達する物資の積算については請負施行

に係る支給品費の取扱に準じる。 

実施に当たっては、事業実施主体は、事業実施設計書に基づき、直接材料の購入を行い、

所定の期間内に事業を施行するとともに、現場主任等を選任し、現場の事務の一切の処理に

当たらせることにより、工事の適正な実施を図る。選任された現場主任等は、適正な工事の

実施を図るため、工事材料の検収、受払い等を行うほか、主要工事及び埋設又は隠ぺいによ

り工事完了後には明示できない部分の現場写真の撮影、工事日誌の記録等により工事の実施

状況を明確にし、併せて、工事期間中の事故防止等について、細心の注意を払う。 

（２）請負施行 

請負施行においては、事業実施主体は、工事請負人を定め、事業実施設計書に基づき、か

つ、所定の請負代金をもって、所定の期間内に工事を完了させ、また、工事の請負方法、指

導監督及び検査等は、次により行い、適正を期する。 

   ア 請負方法 

 工事の請負契約は、原則として、一般競争入札に付するものとするが、一般競争入札に付

し難いときは、その理由を明確にし、指名競争入札に付するものとする。 

 ただし、事業実施主体で競争入札に付しがたい場合は、事業を実施する市町村の規程を準

用することとし、市町村は、業務の執行にあたり、適時適切な指導を行うこととする。 

また、競争入札の結果、落札に至らない等一定の要件を備えた場合にあっては、随意契約によ

ることができる。一般競争入札に付しがたい場合、事業実施主体は、その理由および契約の方法

を（様式第８号）により、知事に届け出たうえで契約を実施するものとする。

 なお、事業実施主体は入札終了後、速やかにその結果を入札等結果の報告（様式第９号）によ

り、知事に報告するものとする。

 さらに、事業実施主体は、契約手続の透明性を確保するため、競争入札の場合は全入札者

および入札金額を、随意契約の場合は契約の相手方及び契約金額を閲覧の方法により公表す

ること。 

   イ 工事の指導監督 

 事業実施主体は、請負契約と同時に、請負人から工程表等を提出させるとともに、請負人

に現場代理人を定めさせ、当該現場代理人に工事に関する一切の事項を処理させる。 

 また、事業実施主体は、現場監督員等を選任し、請負契約、仕様書及び設計図に定められ

た事項について、工程表のとおり工事が実施されるよう指導監督等に当たらせるほか、主要

工事及び埋設又は隠ぺいにより工事完了後には明示できない部分の現場写真を撮影させ、必

要に応じて工事の記録等を行わせる。 

   ウ 工事の検査及び引渡し 

 事業実施主体は、請負人が工事を完了した時は、当該請負人から工事完了届を提出させる

とともに、請負契約書に定められた期間内に竣工検査を行った上で、引渡しを受ける。 

 この場合において、竣工検査に合格しないときは、期間を定めて請負人に手直し工事を行
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わせ、再度検査を行った後に、引渡しを受ける。 

（３）委託施行 

委託施行については、請負施行にできない明確な理由がある場合にのみ対象とする。 

その実施においては、事業実施主体は、工事の委託先を定め、受託者に、事業実施設計書に

基づき、かつ、所定の委託金額をもって、所定の期間内に工事を完成させるとともに、工事に

要した経費の明細書の提出を受けて、工事費の精算を行う。また、委託施行とする場合は、第

１の３の（１）に定める総会等の議決等所要の手続きを行う。 

なお、委託施行における工事の指導監督、検査及び引渡し等については、請負施行に準じて

適正に行う。 

また、事業の委託に係る契約については、「委託費の事務取扱について」（昭和３９年３月

２６日付け３９経第８７０号農林事務次官依命通知）に準じて、適正に行うこと。 

（４）機械・機器整備の施行方法 

機械・機器整備の施工方法は、直営施工によるものとし、事業実施主体は、事前に関係業者

からのカタログの入手や参考見積りを徴収することにより予定価格を設定し、原則として一般

競争入札に付するものとするが、一般競争入札に付し難いときは、その理由を明確にし、指名

競争入札に付するものとする。 

ただし、事業実施主体で競争入札に付しがたい場合は、事業を実施する市町村の規程を準用

することとする。 

また、競争入札の結果、落札に至らない等一定の要件を備えた場合にあっては、随意契約によ

ることができる。一般競争入札に付しがたい場合、事業実施主体は、その理由および契約の方法

を（様式第８号）により、知事に届け出たうえで契約を実施するものとする。

 なお、事業実施主体は入札終了後、速やかにその結果を入札等結果の報告（様式第９号）によ

り、知事に報告するものとする。

さらに、事業実施主体は、契約手続の透明性を確保するため、競争入札の場合は全入札者お

よび入札金額を、随意契約の場合は契約の相手方及び契約金額を閲覧の方法により公表するこ

と。 

（５）書類の整備及び保管 

     事業の実施に当たっては、事業に係る工程が明らかとなる仕様書、積算資料、図面、写真

及び作業記録簿並びに資材購入等に要する経費が明らかとなる書類を整備し、保管する。 

第３ 補助対象事業費の内容、構成及び積算について 

 １ 補助対象事業費の構成 

 補助対象事業費の構成は、施設整備、機械・機器の整備にあっては、別表第２を標準とする。 

  ２ 補助対象事業費の積算及び取扱い 

 補助対象事業費は、それぞれの施行方法に応じ、次により積算するものとする。 

なお、１事業が２つの施行方法により施行される場合には、それぞれの施行方法別に区分して

積算する。 

（１）工事費 

    ア 積算の方法 

     ① 工事費は、現地の実情に即した適正な現地実行価格による。なお、単価の根拠について

は摘要欄に明記することとし、必要と判断される場合は算出根拠資料を添付する。 

        ② 建設工事費は、直接工事費、共通費及び消費税等相当額に区分して積算し、更に直接工

事費は、事業実施設計書の表示に従って種目ごとに建築工事、電気設備及び機械設備工事

等に区分し、共通費は、共通仮設費、現場管理費及び一般管理費等に区分してそれぞれ積

算する。 

 この場合において、各費目の積算に使用する材料等の価格等には、消費税及び地方消費

税に相当する分を含まないものとし、また、製造請負工事費及び機械器具費の積算は、必

要性が明確である場合に限り、性能の比較検討等を行った上、機種等を選定して行うこと

ができる。 

      イ 支給品費（請負・委託・代行施行） 
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      ①  支給品費は、事業実施主体が、支給する工事材料費とし、請負施行等に係る工事費部分

と区分して工事費に計上する。 

      ②  支給品費の積算は、当該支給材料の仕入価格に当該支給材料の保管、運搬、管理等に必

要な経費を加えた額による。 

      ③  支給を行う場合は、当該工事材料等を支給することが工事費の低減になるかどうかを検

討し、支給することが工事費の低減になるときは、原則として、当該工事材料を支給品費

として積算できる。 

    ウ 共通仮設費 

 共通仮設費は、建物、工作物の各種の直接工事に共通して必要な別表第３に掲げる費用と

し、その積算は、当該直接工事の規模、工事期間等の実情に応じて適正に行う。 

エ 諸経費 

①   諸経費は、請負施行において請負人等が必要とする別表第４に掲げる現場管理費及び別

表第５に掲げる一般管理費等とする。 

    ②  諸経費は、原則として、現場管理費、一般管理費に区分して積算する。 

    ③ 直営施行の場合、諸経費については、計上しない。 

オ 消費税等相当額 

消費税等相当額は、消費税及び地方消費税に相当する分を積算し、その積算は、工事価格等

に消費税及び地方消費税の税率を乗じたものとする。 

第４ 補助対象事業により整備した施設等の管理運営等について 

 事業実施主体は、補助対象事業によって取得し、又は効用の増加した施設整備・機械・機器整

備（以下「施設等」という。）を、次に掲げるところにより、常に良好な状態で管理し、必要に

応じて修繕等を行い、その設置目的に即して最も効率的な運用を図ること。 

 １ 管理主体 

施設等の管理は、原則として事業実施主体が行う。 

 ２ 管理の方法 

（１）事業実施主体は、その管理する施設等について、所定の手続きを経て管理規程を定めるこ

とにより適正な管理運営を行うとともに、施設等の継続的活用を図り得るよう必要な資金の

積立に努める。 

（２）管理規程には、次に掲げる事項のうち施設等の種類に応じ必要な項目を明記する。 

ア 事業名及び目的 

イ 種類、名称、構造、規模、型式及び数量 

ウ 設置場所 

エ 管理主体名並びに管理責任者の役職及び氏名 

オ 利用者の範囲 

カ 利用方法に関する事項 

キ 保全に関する事項 

ク 償却に関する事項 

ケ 管理運営の収支計画に関する事項 

コ その他必要な事項 

   （３）事業実施主体は、施設等の管理運営状況を明らかにし、その効率的運用を図るため、施設

等の管理運営日誌又は施設利用簿等を適宜作成し、整備保存する。 

  ３ 増築、模様替え、処分等の手続き 

（１）事業実施主体は、施設等の移転、更新又は生産能力、利用規模若しくは利用方法等に影響

を及ぼすと認められる変更を伴う増築、模様替え等を当該施設等の処分制限期間内に行おう

とするときは、あらかじめ知事に協議する。 

（２）事業実施主体は、施設等について、その処分制限期間内に立地条件その他社会経済的情勢

の変化等により、当該補助金の交付の目的に即した利用が期待し得ないことが明らかになっ

た場合であって、補助金等交付規則（昭和３２年島根県規則第３２号）第１３条に基づく財
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産処分として、当該施設等を当該補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸

し付け、又は担保に供しようとするときには、知事の承認を受けなければならない。 

  （３）上記（２）に規定する手続きは、補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処

分等の承認基準について（平成２０年５月２３日付け２０経第３８５号農林水産省大臣官房

経理課長通知）に準じて行うこととする。 

第５  事業の推進体制 

 １ 市町村段階 

市町村長は、関係機関・団体の協力を得つつ、地域の自主性と創意工夫に十分配慮した指導・

助言を行うなど、事業の効果的・効率的な推進に努める。 

２ 県地方機関段階 

隠岐支庁長、農林水産振興センター所長は、地域の実態に即し、かつ、市町村の自主性と創意

工夫を活かした事業の効果的な推進が図られるよう努めるとともに、国庫補助事業等他事業との

有機的な連携に配慮しながら、事業を機動的かつ適正に推進する。 

  ３  本庁の助言等 

      本庁では、事業により市町村の特色ある産業育成が図られるよう助言に当たるとともに、事業

成果の検証及び分析を行う。 

第６ 事業の管理運営 

 １ 県、市町村は、事業の実施に当たっては、事業実施主体に対し、施設機械等の適正な価格、導

入方法により整備するよう指導する。 

 ２ 県、市町村は、事業実施主体が当該補助事業によって整備した施設機械等を適正に管理するよ

う指導する。 
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別表第１　工事雑費                                                             

別表第２　施設整備及び機械・機器整備関係

ア　機械整備の場合

イ　施設整備(請負施行）の場合

消費税相当額                             

消費税相当額                                

実施設計費 

工事雑費

機械設備工事
直接工事費

購入価格

本機購入費

共通費

機械器具費及び機材費 

事業費

工事費
一般管理費等(諸経費)

電気設備工事費

建物工事費

附属作業機購入費            

消費税相当額               

工事原価

建設工事費

現場管理費(諸経費) 

共通仮設費
工事価格

消費税相当額

純工事費

区　　　分

機械器具費 購入費   

事業費 機械器具費

運搬費 

組立・据付工事費  

賃 金
共 済 費
旅 費
需 用 費
役 務 費
使用料及び賃借

 日々雇用者賃金（測量、事務、現場監督補助人夫等の賃金）
 賃金に係る社会保険料
 普通旅費
 消耗品費、燃料費、光熱水費、印刷製本費、修繕費
 通信運搬費、手数料、筆耕翻訳料、広告料、雑役務費
 土地建物、貨客兼用自動車、事業用機械の借料及び損料

内　　　　　　　　　　　容

工事費 

諸経費    

工事価格

製造請負工
事費
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別表第３

共通仮設費

別表第４

現場管理費

雑      　　費

原価性経費配布
額

会議費、式典費、工事実績等の登録等に要する費用、その他上記のいずれの科目にも属さない費用

労 務 管 理 費

租  税  公  課

保  　険  　料

従業員給与手当

退  　職  　金

法 定 福 利 費

福 利 厚 生 費

現場従業員及び現場労働者及び現場雇用労働者に関する労災保険料、雇用保険料、健康保険料及
び厚生年金保険料の事業主負担額並びに建設業退職金共済制度に基づく事業主負担額

事 務 用 品 費

現場労働者及び現場雇用労働者の労務管理に要する費用、募集及び解散に要する費用、厚生に要
する費用、純工事費に含まれない作業用具及び作業用被服等の費用、賃金以外の食事、通勤費等
に要する費用、安全及び衛生に要する費用、労災保険法による給付以外に災害時に事業主が負担す
る費用

工事契約書等の印紙代、申請書・謄抄本登記等の証紙代等、諸官公署手続費用

火災保険、工事保険、自動車保険、組立保険、賠償責任保険及び法定外の労災保険の保険料

通 信 交 通 費

補  　償  　費

通信費、旅費及び交通費

工事施工に伴って通常発生する騒音、振動、濁水、工事用車両の通行等に対して、近隣の第三者支
払われる補償費。ただし、電波障害等に関する補償費を除く。

本来現場で処理すべき業務の一部を本店及び支店が処理した場合の経費の配賦額

現場従業員に対する退職給与引当金繰入額及び現場雇用労働者の退職金

現場従業員及び現場雇用労働者の給与、諸手当（交通費、住宅手当等）及び賞与、施工図等を外注
した場合の設計費等

現場従業員に関する厚生、貸与被服、健康診断、医療等に要する費用

事務用消耗品費、事務用備品、新聞・図書・雑誌等の購入費、工事写真代等の費用

工事施工のための安全に要する費用で、警備員、交通整理員等の安全監理及び安全標識、合図等
に要する費用

共通仮設に伴う運搬に要する費用

上記のいずれにも属さない共通仮設等に伴う費用

 　区　　分 内　　    　　　　　　容

安    全    費

運    搬    費

そ    の    他

地耐力試験、施設の機能試験、材料及び製品試験等に要する費用

整理清掃、屋外後片付け清掃、屋外発生材処分等に要する費用

工事用電気設備及び工事用給排水設備に要する費用並びに動力、用水、光熱等に関する引込負担
金等に要する費用

共通仮設用機械及び機械器具修繕に要する費用機 械 器 具 費

仮 設 建 物 費 仮現場事務所倉庫、宿舎等直接工事に共通的に必要な仮施設等の設置・撤去及び補修等に要する
費用

仮囲、工事用道路、歩道構台、場内通信設備等の工事用施設等の設置、撤去及び補修等に要する
費用

 　区　　分  内　　　　　　　　容

工 事 施 設 費

試 験 調 査 費

整 理 清 掃 費

動力用水光熱費

準 備 費 敷地測量及び整理、仮道路、仮橋、道板、借地その他占有料等に関する費用
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別表第５

一般管理費

社内打合せの費用、諸団体会費等の上記のいずれの項目にも属さない費用

契約保証に必要な費用

火災保険その他の損害保険料

不動産取得税、固定資産税等の租税及び道路占有料その他の公課

通 信 交 通 費

雑 費

契 約 保 証 費

保 険 料

租 税 公 課

技術研究、開発等の費用

広告、公告又は宣伝に要する費用

得意先、来客等の接待、慶弔見舞等に要する費用

新製品又は新技術の研究のための特別に支出した費用の償却額

建物、車両、機械装置、事務用品等の原価償却額

事務所、寮、社宅等の借地借家料

社会福祉団体等に対する寄付

新技術又は新経営組織の採用、資源の開発並びに市場の開拓のための特別に支出した費用の償却
額

開 発 償 却 費

試験研究償却費

減 価 償 却 費

地 代 家 賃

寄 付 金

交 際 費

広 告 宣 伝 費

建物、機械、装置等の修繕維持費、倉庫物品の管理費等

事務用消耗品、固定資産に計上しない事務用品、新聞参考図書等の購入費

電力、水道、ガス等の費用

通信費、旅費及び交通費

法 定 福 利 費

福 利 厚 生 費

調 査 研 究 費

動力用水光熱費

取締役及び監査役に要する経費

本店及び支店の従業員に対する給与、諸手当及び賞与（賞与引当金繰入額を含む。）

本店及び支店の役員及び従業員に対する退職金（退職引当金繰入額及び退職年金掛け金を含む。）

本店及び支店の従業員に関する労災保険料、雇用保険料、健康保険料及び厚生年金保険料の事業
主負担額

本店及び支店の従業員に対する慰安、娯楽、貸与被服、医療、慶弔見舞等の福利厚生等に要する費
用

事 務 用 品 費

維 持 修 繕 費

区　　分 内　　    　　　　　　容

退 職 金

従業員給料手当

役 員 報 酬
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（事務取扱い） 

補助事業区分（４）の事務取扱いについて 

第１ 事業実施状況報告 

事業実施主体は、事業実施年度の翌年度から、毎年４月末日までに、当事務取扱いに定める

様式（別紙 事業実施状況報告書）を、知事へ提出するものとする。 

第２ 報告期間 

事業実施主体は、取組目標が達成されるまでは、事業実施状況の報告を継続することとし、

県は、事業実施主体に対し助言・指導を行うものとする。 

第３ 改善計画書 

事業実施主体は、目標年度までに取組目標を達成できなかった場合には、どのような理由か

ら取組目標が達成できなかったのか、今後どのように取組目標を達成していくのか等を記載

した改善計画書を作成し、事業実施状況報告に併せて知事へ提出するものとする。 
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実施年度 ２年度目 目標年度

計画

実績

達成率

計画

実績

達成率

計画

実績

達成率

計画

実績

達成率

※関係する施設・機械装備を全て記入

※施設・機械ごとにa未満を切り捨てて記入

利用計画・利用実績（a）

２　施設機械利用計画・利用実績

施設・機械名 利用作目 耐用年数
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様式第１号 

番     号   

年  月  日   

  島根県知事

  様 

 住所

事業実施主体   

代表者 職・氏名    

水田農業経営安定推進対策補助金交付申請書

（事業区分：               ）

 令和 年度において、下記のとおり事業を実施したいので、水田農業経営安定推進対策補助金交付

要綱第３の規定により、補助金      円を交付されたく申請します。 

記 

１ 経費の配分及び負担区分
（単位：円）

総事業費

(a)+(b)+(c)

補助事業に

要する経費

（又は要した経費）

(a)+(b) 

負担区分 備考 

県補助金
(a) 

市町村
(b) 

その他
(c)

（注）総事業費欄は、消費税及び地方消費税を含めた額を記入すること。 

２ 収支予算（又は精算）

区  分 本年度予算額 

（本年度精算額）

備考 

収入 県補助金   

市町村

その他   

計   

支出    

計   

３ 事業完了予定（又は完了）年月日   令和 年 月 日

４ 添付書類
補助事業の実施計画書、事業内容内訳書等、知事が必要と認める資料 

５ 事業の概要  別添「事業計画書」のとおり

※別記様式第１～4号の内、申請する事業のものを添付 



様式第２号 

番     号   

年  月  日   

 島根県知事

 様

住所

事業実施主体   

代表者 職・氏名    

水田農業経営安定推進対策補助金変更承認申請書

（事業区分：               ）

令和 年  月  日付け  第    号で交付決定通知のあったこの事業について、下記のと

おり変更したいので、水田農業経営安定推進対策補助金交付要綱第４の規定により申請します。 

記 

１ 事業変更の理由

（注）１ 記の記載様式は、様式第１号に準ずるものとする。この場合において、補助金の交付決定

により通知された事業の内容及び経費の配分と変更後の事業の内容及び経費の配分とを容易

に比較対照できるように、変更部分を二段書とし、変更前を括弧書で上段に記載すること。

ただし、当該変更の対象外となる取組については省略する。また、添付書類については、補

助金交付申請書に添付したものから変更があったものに限り添付すること。 

２ 補助金の額が増減する場合は、件名の「水田農業経営安定推進対策補助金変更承認申請書」

を「水田農業経営安定推進対策補助金の変更及び追加（減額）交付申請書」とし、本文中の

「下記のとおり変更したいので、補助金等交付規則第９条第１項の規定により申請します。」

を「下記のとおり変更したいので、補助金等交付規則第９条第１項の規定により、補助金 

（   ）円を追加交付（または減額）されたく申請します。」とする。
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様式第３号 

番     号   

年  月  日   

 島根県知事

 様

住所

事業実施主体   

代表者 職・氏名    

水田農業経営安定推進対策補助金概算払請求書

（事業区分：               ）

 令和 年  月  日付け  第    号で交付決定通知のあったこの事業について、水田農業

経営安定推進対策補助金交付要綱第５条の規定に基づき下記により金        円の概算払に

よる交付を請求します。

記 

交付決定額 ○月○日現在 

予定出来高 

補 助 金 事業完了 

予定年月日

事業費 補助金 

(A) 

事業費 補助金 既受領額 

(B) 

今回請求額 

(C) 

残 額 

(A-B-C) 

円 円 円 円
( ％)

円
( ％)

円
( ％)

円
( ％)

（注）

１．「交付決定額」には補助金の交付決定（変更があった場合は変更承認後）の額を記入すること。 

２．「○月○日現在予定出来高」は、請求日またはその日以降における予想出来高が確実に見込ま

れる日現在を記入すること。 

３．（ ％）には、(A)を 100%とする割合を記入すること。
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様式第４号 

番     号 

年  月  日 

 島根県知事

様

住所

事業実施主体   

代表者 職・氏名    

水田農業経営安定推進対策補助金完了報告書

（事業区分：               ）

令和 年  月  日付け  第    号で交付決定通知のあったこの事業について、下記のと

おり完了したので、報告します。 

記 

      （単位：円） 

事業実施 

主体 
事業内容 事業量 事業費 県補助金 

着工（着手）

年月日 
完了年月日 

備考 
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様式第５号 

番     号 

年  月  日 

 島根県知事

様

住所

事業実施主体   

代表者 職・氏名    

水田農業経営安定推進対策補助金実績報告書

（事業区分：               ）

令和 年  月  日付け  第    号で交付決定通知のあったこの事業について、下記のと

おり実施したので、水田農業経営安定推進対策補助金交付要綱第７の規定に基づき、その実績を報告

します。 

（なお、併せて精算額      円の交付を請求します。） 

記

（注）１ 記の記載様式は、様式第１号に準ずるものとする。この場合において、補助金の交付決定

により通知された事業の内容及び経費の配分と変更後の事業の内容及び経費の配分とを容

易に比較対照できるように、変更部分を二段書とし、変更前を括弧書で上段に記載すること。

２ 添付書類については、補助事業の実施報告に係る出来高設計書等知事が必要と認める資料

を添付すること。
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様式第６号 

番     号 

年  月  日 

 島根県知事

様

住所

事業実施主体   

代表者 職・氏名    

水田農業経営安定推進対策補助金仕入れに係る消費税等相当額結果報告書

（事業区分：               ）

令和 年  月  日付け  第    号で交付決定通知のあったこの事業について、下記のと

おり報告します。 

記

１ 補助金交付規則第１１条に基づく確定額          金       円 

  （令和 年 月 日付け 第 号による額の確定通知額） 

２ 補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額   金       円 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る 

消費税等相当額                     金       円 

４ 補助金返還相当額（３－２）               金       円 

（注）３の金額の積算内訳等、参考となる資料を添付すること。  
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様式第７号 

住所

事業実施主体   

代表者 職・氏名    

財 産 管 理 台 帳 

事業実施年度 令和   年度 補助事業名 水田農業経営安定推進対策補助金 

事業の内容 工期 経費の配分 処分制限期間 処分の状況 

摘要 
事業主体 

工種構造 
施工箇所 

事業量 着工年月日 しゅん工年月日 総事業費 

負担区分 
耐用

年数 

処分制

限年月

日 

承認

年月

日 

処分

の内

容 

または 

施設区分 補助金 市町村費 その他 
設置場所 

          ・  ・  ・   ・  ・  ・       

          ・  ・  ・   ・  ・  ・                   

          ・  ・  ・   ・  ・  ・                   

          ・  ・  ・   ・  ・  ・                   

          ・  ・  ・   ・  ・  ・                   

          ・  ・  ・   ・  ・  ・                   

          ・  ・  ・   ・  ・  ・                   

          ・  ・  ・   ・  ・  ・                   

合計 － － － － －         － － － －   

（注） １ 処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入。 

２ 処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等別に記入。 

    ３ 摘要欄には、譲渡先、貸付先、抵当権等の設定権者の名称又は補助金返還額を記入。 

    ４ この書式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。
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様式第８号 

番     号 

年  月  日 

 島根県知事

様

住所

事業実施主体   

代表者 職・氏名    

整備に係る入札等契約方式について

（事業区分：               ）

令和 年  月  日付け  第    号で交付決定通知のあったこの事業について、下記のと

おり報告します。

 なお、契約締結後は、様式第９号により結果を報告します。

記

事 業 名 
水田農業経営安定推進対策事業 

（                       事業） 

対象機械等又は契約名   

入 札 等 の 方 法   指名競争入札 随意契約（見積合せ） 

※選定方法に「○」をする 随意契約（１者） 

入札又は契約予定年月日日   

指名競争入札又は随意契約

を行う場合の理由について 

指名競争又は見積り合せの

指 名 者 数 
者 

入 札 予 定 価 格（税抜） 円 

＊入札予定価格が未公表の場合は、金額の後ろに「未公表」と記入 
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様式第９号 

番     号 

年  月  日 

 島根県知事

様

住所

事業実施主体   

代表者 職・氏名    

入札等結果の報告 

（事業区分：               ）

令和 年  月  日付け  第    号で交付決定通知のあったこの事業について、下記のとお

り報告します。

記

事 業 名 
水田農業経営安定推進対策事業 

（                       事業） 

対象機械等又は契約名   

入 札 等 の 方 法 一般競争入札 随意契約（見積合せ） 

※選定方法に「○」をする 指名競争入札 随意契約（１者） 

※指名競争入札又は随

意契約の場合、その理由 

様式第８号による 

 ※市町村等の入札規定規定による場合は、規定の該当部分を添付してください。 

結 果 の公 開 方 法 □閲覧 ・ □ホームページ ・ □その他（          ） 

入 札 年 月 日 

入札参加業者名及び 

入 札 価 格 （税 抜 ） 

      円 

円 

円 

※本欄の記載については、「別

紙のとおり」と記載し、入札調

書等を添付することで替えるこ

とができる。 

円 

円 

落 札 業 者 名 

落 札 価 格 （税 抜 ） 円 

入札予定価格（税抜）  円 

＊入札予定価格が未公表の場合は、金額の後ろに「未公表」と記入
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（別記様式第１号）

令和 年度水田農業経営安定推進対策事業実施（変更）計画書（実績報告書）

（地域における需要に応じた生産のしくみづくり支援事業）

協議会名 代表者名

１ 事業計画（実績）

事業（活動）内容
事業費積算 負担区分

区分 金額 県補助金 その他

（例） 
水田園芸、飼料用米等
への転作推進 
セーフティネット加
入促進 

総額 1,000,000円 500,000円 500,000円

（内訳） 

報酬 

共済費 

需用費 

役務費 

600,000円

40,000円

300,000円

60,000円

※斜体の例を消して入力

２ 添付資料（実績報告時のみ）

事業の成果物（チラシ、冊子等）

※変更の場合は変更前を比較できるように変更部分を二段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載

すること。
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（別記様式第2-1号）※事業を実施する場合は添付必須

作成年月日　　　　令和　年　月　日

市町村名　

地域協議会・代表者名　

１　産地・実需協働プランに参画する者

※１　「農業者」及び「実需者」欄は必ず記載すること。

※２　各者の役割について、名称の後ろに括弧【　　】書きにて簡潔に記載すること。

２　新市場開拓や加工仕向け生産など、需要に応じた生産等の取組の現状と今後の方針

前年度
未達面積

（m
2
）

未達面積を
踏まえた
取組面積

（m
2
）

合計： 合計：

謝金 旅費
賃金及び
共済費等 振込手数料

令和　年度水田農業経営安定推進対策事業実施計画書

実需者との連携による転換作物生産支援のうち県版畑作物産地形成促進事業

（産地・実需協働プラン）

３　取組の内容・目標等

農業者

実需者

集出荷業者等

その他

うち、
通常単価分
（千円）

うち、
加算措置分
（千円）

（８）の
ポイント
⑥

合計ポイ
ント

（②～⑥）

助成申請額
（千円） ポイント

③
ポイント
②

（３）又
は（４）

選択する成果目標項目・ポイント　※２

（７）の
ポイント
⑤

（1）又は（２） （５）又は（６）
ポイント
④

子実用とうもろこし

　　〇低コスト生産等の取組

事業に
申請す
る品目
に「 」
を記載

R３年度補正予算
新市場開拓に向け
た水田リノベーショ
ン事業で支援対象
となった品目があ
れば、「 」を記載

品目

令和４年度
作付面積

（m
2
）

面積

（m
2
）

①

ポイント算出用

出荷・販売契約数
量
（kg）

①のうち、
令和6年度
畑地化面積
（m2）

令和５年度
における
事業対象
品目の
作付面積の
拡大分

（m
2
）

令和５年度
における
事業対象
品目の
作付面積の
拡大割合
（％）

高収益作物（新市場開拓向け）

高収益作物（加工・業務用）

令和５年度
作付面積

（m
2
）

令和５年度取組

麦　（新市場開拓向け）

①のうち、
令和6年度
ﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｰｼｮ
ﾝ面積
（m2）

①のうち、
令和6年度
畑地化及び
ﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｰ
ｼｮﾝ面積合
計
（m2）

①のうち、
飼料向け
面積
（m2）

※１　取組品目毎に別紙の農業者別取組計画表を提出すること。

※２　ポイント②、④について、令和3年度補正予算 新市場開拓に向けた水田リノベーション事業にて低コスト生産等の取組支援（面積払い）を受けた協議会において、（１）又は（２）、（５）又は（６）の成果目標を達成できなかった場合は、
　　　 目標と実績の差分の面積を減じた上で評価すること（令和5年度の各面積から、差分の面積を引いた値を用いて申請ポイントを算出すること）。

前年度未達分を
踏まえた値（ポイント算出用）

大豆　（新市場開拓向け）

大豆　（加工向け）

麦　（加工向け）

令和４年度　主食用米の作付面積（a） 主食用米の作付削減面積(a） 前年度の未達面積（a）

令和５年度　水田面積（a） 令和５年度における地域の転作状況（％）

令和５年度　転換作物の作付予定面積（a）
※　地域の転作状況（％）＝令和５年度の転換作物面積／令和５年度の水田面積として算出すること。

令和５年度　主食用米の作付予定面積（a） 主食用米の作付削減面積割合(％）

※　主食用米の作付面積・作付予定面積は本プランに参画している農業者に限らず、当該地域農業再生協議会全体の数値を記載すること。
　　 具体的には、令和４年度は、地方農政局等が公表した「水田における作付状況」の地域農業再生協議会別の面積を記載し、令和５年度は、
      水田活用の直接支払交付金の作付意向調査における計画面積を記載すること。

※　R3年度補正予算　新市場開拓に向けた水田リノベーション事業において目標麺責に達しなかった場合は、その分（未達面積）を減じた値でポイントを算出すること。

※　R3年度補正予算　新市場開拓に向けた水田リノベーション事業における主食用米の削減面積の未達面積を記載。

※　令和６年度に畑地化及びブロックローテーションを行う面積（上表の合計値）を記載すること。 ※　地域の畑地化及びブロックローテーション状況（％）＝令和６年度の畑地化面積及びブロックローテーション面積／令和５年度の転換作物の作付予定面積として算出すること。

※　水田面積、転換作物の作付予定面積は本プランに参画している農業者に限らず、当該地域農業再生協議会全体の数値を記載すること。
　　 具体的には、令和５年度の水田面積及び転換作物の作付予定面積は、作付意向調査における計画面積を記載することとし、水田面積は主食用米、備蓄米、転換作物の作付予定面積の合計とする。
　　 また、転換作物は、戦略作物、そば、なたね、新市場開拓用米、高収益作物、子実用とうもろこし、地力増進作物を対象とすること。

助成対象者数（実人数）（人）

※　「助成対象者数（実人数）」欄には、品目毎の重複を除いた実人数を記載すること。

４　事務経費

事務に要する
経費　計（千円）

内訳

令和6年度　畑地化及びﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｰｼｮﾝ面積（a） 令和６年度における地域の畑地化及びﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｼｮﾝ取組状況（％）



（畑作物産地形成事業産地・実需協働プラン）

経営形態

うち、
通常単価
分
（千円）

うち、
加算措置
分
（千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

合計

経営所得安定対策
等の交付申請者管

理コード

　１　個人
　２　法人
　３　集落営農
　のどれかを記載

融雪
促進

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【麦】（新市場開拓向け、加工向け）

番号
氏名又は
法人・組織名

低コスト生産等の取組　　　　　※「（畑）」は畑作物本作化促進メニュー

ふく
土踏
圧

栽培
管理

難防
除雑
草

スマート
農業

備考排水
対策
管理

共同
利用

生育
予測
システ
ム

施肥
病害
虫防
除

地域
特認

令和6年度
畑地化面
積

（m
2
）

助成
申請額
（千円）

排水
対策
（畑）

土層
改良
（畑）

ほ場
への
炭素
貯留

均平
作業
（畑）

畦畔
除去
（畑）

温室
効果
ガス
の削減

令和4年度
作付面積

（m
2
）

令和5年度
作付面積
（m2）

令和5年度
取組面積

（m
2
）

令和5年度
出荷・販売
契約数量
（kg）

令和6年度
ﾌﾞﾛｯｸ
ﾛｰﾃｰｼｮﾝ
取組面積

（m
2
）

別紙別紙別紙
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（畑作物産地形成事業産地・実需協働プラン）

経営形態

うち、
通常単価
分

（千円）

うち、
加算措置
分

（千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

土づ
くり

新品
種導
入

　１　個人
　２　法人
　３　集落営農
　のどれかを記載

地域
特認

団地
化

肥料
削減

農薬
削減

合計

スマー
ト農業

備考

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【大豆】（新市場開拓向け、加工向け）

番号
氏名又は
法人・組織名

低コスト生産等の取組　　　　　※「（畑）」は畑作物本作化促進メニュー

施肥
排水
対策
（畑）

共同
利用

均平
作業
（畑）

摘心
栽培

畝間
冠水

経営所得安定対策
等の交付申請者管

理コード

300
Ａ技
術

難防
除雑
草

助成
申請額
（千円）

土層
改良
（畑）

畦畔
除去
（畑）

温室
効果
ガス
の削減

ほ場
への
炭素
貯留

令和4年度
作付面積

（m
2
）

令和5年度
作付面積
（m2）

令和5年度
取組面積

（m
2
）

令和5年度
出荷・販売
契約数量
（kg）

令和6年度
畑地化面
積

（m
2
）

令和6年度
ﾌﾞﾛｯｸ
ﾛｰﾃｰｼｮﾝ
取組面積

（m
2
）

別紙別紙別紙
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（畑作物産地形成事業産地・実需協働プラン）

経営形態

うち、
通常単価
分
（千円）

うち、
加算措置
分
（千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

　１　個人
　２　法人
　３　集落営農
　のどれかを記載

経営所得安定対策
等の交付申請者管

理コード

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【高収益作物】（新市場開拓向け、加工・業務用）　＜品目名：　　　　＞

合計

土壌
消毒

ドリ
フト
対策

土づ
くり

備考
助成
申請額
（千円）

排水
対策
（畑）

スマー
ト農業

令和5年度
出荷・販売
契約数量
（kg）

生物
農薬

令和5年度
作付面積
（m2）

共同
利用

令和4年度
作付面積

（m2）
番号

氏名又は
法人・組織名

令和6年度
ﾌﾞﾛｯｸ
ﾛｰﾃｰｼｮﾝ
取組面積

（m
2
）

令和6年度
畑地化面
積

（m
2
）

土層
改良
（畑）

畦畔
除去
（畑）

均平
作業
（畑）

温室
効果
ガス
の削減

ほ場
への
炭素
貯留

地域
特認

低コスト生産等の取組　　　　　※「（畑）」は畑作物本作化促進メニュー

令和5年度
取組面積

（m2）

病害
虫対
策

肥料
削減

農薬
削減

新品
種導
入

別紙別紙別紙別紙別紙
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（畑作物産地形成事業産地・実需協働プラン）

経営形態

うち、
通常単価
分

（千円）

うち、
加算措置
分

（千円）

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

○○農業再生協議会　農業者別取組計画表
【子実用とうもろこし】

番号
氏名又は
法人・組織名

低コスト生産等の取組　　　　　※「（畑）」は畑作物本作化促進メニュー

地域
特認

経営所得安定対策
等の交付申請者管

理コード

病害
虫対
策

生物
農薬

難防
除雑
草

備考カビ
毒低
減

肥料
削減

農薬
削減

土づ
くり

スマー
ト農業

共同
利用

合計

排水
対策
（畑）

均平
作業
（畑）

堆肥
利用

施肥

　１　個人
　２　法人
　３　集落営農
　のどれかを記載

令和5年度
出荷・販売
契約数量
（kg）

令和6年度
畑地化面
積

（m
2
）

助成
申請額
（千円）

土層
改良
（畑）

畦畔
除去
（畑）

温室
効果
ガス
の削減

ほ場
への
炭素
貯留

令和4年度
作付面積

（m2）

令和5年度
作付面積
（m2）

令和5年度
取組面積

（m2）

令和5年度
取組面積
のうち、
飼料向け
面積

（m
2
）

令和6年度
ﾌﾞﾛｯｸ
ﾛｰﾃｰｼｮﾝ
取組面積

（m
2
）

別紙別紙別紙別紙別紙別紙
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（別記様式第2-2号）※事業を実施する場合は添付必須

作成年月日　　　　令和　年　月　日

市町村名　

地域協議会・代表者名　

１　産地・実需協働プランに参画する者

※１　「農業者」及び「実需者」欄は必ず記載すること。

※２　各者の役割について、名称の後ろに括弧【　　】書きにて簡潔に記載すること。

２　新市場開拓や加工仕向け生産など、需要に応じた生産等の取組の現状と今後の方針

集出荷業者等

その他

農業者

実需者

令和　年度水田農業経営安定推進対策事業実施計画書

実需者との連携による転換作物生産支援のうち県版コメ新市場開拓等促進事業

（産地・実需協働プラン）



前年度
未達面積

（m2）

未達面積を
踏まえた
取組面積

（m2）

合計： 合計：

謝金 旅費
賃金及び
共済費等

振込手数料

令和５年度　水田面積（a） 令和５年度における地域の転作状況（％）

令和５年度　転換作物の作付予定面積（a）
※　地域の転作状況（％）＝令和５年度の転換作物面積／令和５年度の水田面積として算出すること。

※　水田面積、転換作物の作付予定面積は本プランに参画している農業者に限らず、当該地域農業再生協議会全体の数値を記載すること。
　　 具体的には、令和５年度の水田面積及び転換作物の作付予定面積は、作付意向調査における計画面積を記載することとし、水田面積は主食用米、備蓄米、転換作物の作付予定面積の合計とする。
　　 また、転換作物は、戦略作物、そば、なたね、新市場開拓用米、高収益作物、子実用とうもろこし、地力増進作物を対象とすること。

助成対象者数（実人数）（人）

※　「助成対象者数（実人数）」欄には、品目毎の重複を除いた実人数を記載すること。

４　事務経費

事務に要する
経費　計（千円）

内訳

令和6年度　ﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｰｼｮﾝ面積（a） 令和６年度における地域のﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｼｮﾝ取組状況（％）

※　令和６年度にブロックローテーションを行う面積（上表の合計値）を記載すること。 ※　地域のブロックローテーション状況（％）＝令和６年度のブロックローテーション面積／令和５年度の転換作物の作付予定面積として算出すること。

※２　ポイント②、④について、令和3年度補正予算 新市場開拓に向けた水田リノベーション事業にて低コスト生産等の取組支援（面積払い）を受けた協議会において、（１）又は（２）、（５）又は（６）の成果目標を達成できなかった場合は、
　　　 目標と実績の差分の面積を減じた上で評価すること（令和5年度の各面積から、差分の面積を引いた値を用いて申請ポイントを算出すること）。

令和４年度　主食用米の作付面積（a） 主食用米の作付削減面積(a） 前年度の未達面積（a）

前年度未達分を
踏まえた値（ポイント算出用）

令和５年度　主食用米の作付予定面積（a） 主食用米の作付削減面積割合(％）

※　主食用米の作付面積・作付予定面積は本プランに参画している農業者に限らず、当該地域農業再生協議会全体の数値を記載すること。
　　 具体的には、令和４年度は、地方農政局等が公表した「水田における作付状況」の地域農業再生協議会別の面積を記載し、令和５年度は、
      水田活用の直接支払交付金の作付意向調査における計画面積を記載すること。

※　R3年度補正予算　新市場開拓に向けた水田リノベーション事業において目標麺責に達しなかった場合は、その分（未達面積）を減じた値でポイントを算出すること。

※　R3年度補正予算　新市場開拓に向けた水田リノベーション事業における主食用米の削減面積の未達面積を記載。

※１　取組品目毎に別紙の農業者別取組計画表を提出すること。

米粉用米

加工用米

新市場開拓用米

　　〇低コスト生産等の取組

事業に
申請す
る品目
に「 」
を記載

R３年度補正予算
新市場開拓に向け
た水田リノベーショ
ン事業で支援対象
となった品目があ
れば、「 」を記載

品目
令和４年度
作付面積

（m2）

令和５年度
作付面積

（m2）

令和５年度
における
事業対象
品目の
作付面積の
拡大分

（m
2
）

令和５年度
における
事業対象
品目の
作付面積の
拡大割合
（％）

助成申請額
（千円）

選択する成果目標項目・ポイント　※２

面積

（m2）
①

３　取組の内容・目標等

ポイント算出用
①のうち、
令和6年度
ﾌﾞﾛｯｸﾛｰﾃｰｼｮ
ﾝ面積
（m2）

ポイント
④

（７）の
ポイン
ト
⑤

（８）の
ポイン
ト
⑥

合計ポイント
（②～⑥）

（1）又は（２）
ポイント
②

（３）又は（４）
ポイント
③

（５）又は（６）
出荷・販売契約数

量
（kg）

令和５年度取組



（別記様式第２－３号）

令和　年度水田農業経営安定推進対策事業実施（変更）計画書(実績報告書）
実需者との連携による転換作物生産支援のうち

県版麦・大豆生産技術向上事業

事 業 実 施 年 度： 令和     　　年度

事 業 実 施 主 体 名：

市 町 村 名：
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第１　事業計画総括表

　１　事業概要等

1

2

注２：事業費＝県補助金＋自己負担＋その他とすること。

注：本事業で取組を実施する全ての作物名を記入すること。

　２　事業完了（予定）年月日

県補助金 自己負担 その他
円 円 円

注１：「備考」の欄には、区分毎に、仕入れに係る消費税相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円」、同税額がない場合には 「該当なし」、同税額が
明らかでない場合には「含税額」と記入すること。

事業対象作物

令和　　　年　　月　　日

区　分 事　業　費
負 担 区 分

備　考

合　　　　　計

円

新たな営農技術等の導入

事務経費
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第２　事業実施主体
１　事業実施主体名及び代表者名

２　事業実施体制
（１）事業実施担当者

（２）経理担当者

氏名（ふりがな）

所属（部署名等）

氏名（ふりがな）

e-mail

役職

所在地

電話番号

e-mail

役職

所在地

電話番号

所属（部署名等）
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（作付面積、単収、団地化率等）

注１：団地化の基準面積については、都道府県によって定められた面積とし、備考欄に記載するものとする。

注２：「取組後」の欄には、原則、目標年度における数値を記載するものとする。

（主な作付体系）

４ 受益農業従事者数

作付面積（ha） 現状（令和○年） 令和○年 令和○年 令和○年 令和○年

大豆

大麦・
はだか麦

種子

小麦

大麦・
はだか麦

団地化
率

（％）

団地化
面積
（ha）

水田 畑地 水田 畑地

一般

小麦

大豆

名

例） ○○ha

３　受益地における作付面積、単収、団地化率、主な作付体系等

品目

現状（○年度） 取組後（○年度）

備考作付
面積
（ha）

単収
（kg/10a）

生産量
（kg）

団地化
率

（％）

団地化
面積
（ha）

作付
面積
（ha）

単収
（kg/10a）

生産量
（kg）

6月

小麦

11月5月 10月

水稲

5月 10月

水稲

6月11月

小麦

7月 12月

大豆

7月 12月

大豆

5月 10月

水稲

11月

小麦
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第３　事業の成果目標
（１－１）小麦の成果目標（水田、畑地）※いずれかに○

増減又は割合 ポイント 事後評価の検証方法 備　　考
（   　年度） （    　年度）

＜現状値及び目標値の算出方法＞※積算の基礎等の根拠資料を添付すること。

加算

Ａ－２

Ａ－１

成果目標（品目：小麦）

区分 成果目標
現状 目標
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（１－２）大麦・はだか麦の成果目標（水田、畑地）※いずれかに○

Ａ－２

＜現状値及び目標値の算出方法＞※積算の基礎等の根拠資料を添付すること。

加算

成果目標（品目：大麦・はだか麦）

区分 成果目標
現状 目標

増減又は割合 ポイント 事後評価の検証方法 備　　考
（   　年度） （    　年度）

Ａ－１
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（１－３）大豆の成果目標（水田、畑地）※いずれかに○

Ａ－２

＜現状値及び目標値の算出方法＞※積算の基礎等の根拠資料を添付すること。

事後評価の検証方法 備　　考
（   　年度） （    　年度）

Ａ－１

現状

加算

目標

成果目標（品目：大豆）

区分 成果目標 増減又は割合 ポイント
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（１－４）種子の成果目標

注１：「現状」の欄には、原則、事業の対象となる年度の前年度を記入すること。
注２：「増減又は割合」の欄には、設定した成果目標に基づく「現状」値と「目標」値から算定される具体的な増減又は割合の数値を記入すること。
注３：「ポイント」の欄には、増減又は割合に対応する各成果目標のポイントを記入すること。
注４：「加算」の欄には、区分Bを選択した場合に限り、選択した項目の内容（計画を含む。）を記入し、必要に応じて参考資料を添付すること。

＜現状値及び目標値の算出方法＞※積算の基礎等の根拠資料を添付すること。

成果目標（品目：種子）

区分 成果目標
現状 目標

増減又は割合 ポイント 事後評価の検証方法 備　　考
（   　年度） （    　年度）

-
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（２）事業計画のポイント

注１：「区分Aのポイント」の欄には、区分Ａ－２の成果目標を選択した場合に限り、区分Ａ－１のポイントと区分Ａ－２のポイントを足し合わせたものを記入すること。

注２：区分Bを選択した場合は、括弧内に選択した全ての項目を①～⑥（畑地における加算については①～⑤）の番号により記載し、ポイントの欄に合計値を記載すること。

注３：複数品目を対象として事業を実施する場合にあっては、品目ごとに算出した「ポイント合計」を平均したポイントを「本事業計画のポイント」の欄に記入すること。

（      ）

種子
ポイント

＝

ポイント合計

0

本事業計画の
ポイント

（      ）

大豆

区分Ａのポイント

＋

区分Ｂのポイント

＝

ポイント合計

0

（      ）

大麦・はだか麦
区分Ａのポイント

＋

区分Ｂのポイント

＝

ポイント合計

0

小麦

区分Ａのポイント

＋

区分Ｂのポイント

＝

ポイント合計

0
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（３）成果目標と取組内容の関係性

成果目標（種子）

注：それぞれの成果目標について、本事業の取組内容がそれぞれの成果目標の達成にどのように結び付くのか、具体的に記入すること。

成果目標（小麦）

成果目標（大麦・はだか麦）

成果目標（大豆）
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第４　事業内容

（１）生産性向上の推進

注１：「取組内容の詳細」欄には、「〇〇検討会の開催」等具体的な内容を記入すること。

取 組 内 容 備  考取組内容の詳細
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（２）新たな営農技術等の導入

注１：「取組内容」の欄には、本要領別表３の「助成対象とする取組」の欄の内容を記入すること。

注２：「前年」の欄には、事業実施年前年（年産）の当該技術の導入面積を、「事業実施年」の欄には、事業実施年（年産）の当該技術の導入面積を記入すること。

注３：「補助対象面積」の欄には、当該技術等の導入面積について、事業実施年の導入面積から前年の導入面積を差し引いた面積（1㎡未満は切り捨て）を記入すること。

注４：「助成単価」の欄には、本要綱別表４の「助成単価」の欄に掲げる単価を記入すること。

注６：「具体的な内容」の欄には、補助対象とする技術内容について具体的に記入すること。

計

注５：「県補助金」の欄には、補助対象面積（県補助金の算出に当たっては補助対象面積の単位を10aとして換算する。）に、本表の「助成単価」を乗じた額を記入すること。

取 組 内 容
導入面積（㎡）

補助対象面積
（㎡）

助成単価
（円/10a)

県補助金
(円)

前年
（  年産）

事業実施年
（  年産）

具体的な内容
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第５　必要経費

　１　経費の配分と負担区分

１

２

注１：「事業費」の欄には、本事業の実施に係る事業費の総額を記入すること。
注２：事業費＝県補助金＋自己負担＋その他とすること。

　２　収支予算（又は精算）
（１）収入の部

（２）支出の部

１

２

注１：「区分」の欄には実施する事業メニューのみを記入すること。また、経費積算の基礎等の根拠資料を提出すること。

第６　添付書類　（添付書類名を記入すること。）
　　１　麦・大豆国産化プラン
　　２　受益地の範囲がわかる地図
　　３　定款、組織規程、経理規程等組織運営に関する規約・規程及び収支予算（又は収支決算）、

　　受益農業従事者の要件を確認できる資料（農業者の組織する団体に限る）

　　４　成果目標で区分Ｂを選択した場合には、ポイント加算の根拠となる資料を添付すること。

　　５　その他都道府県知事が必要と認める資料　

合　　　　　計 － － －

事務経費 － － －

円 円 円 円

新たな営農技術等の導入 － － －

合　　　　　計 － － －

区　　　　　分 本年度予算額 本年度精算額
比較増減

備　考
増 減

　自己負担 － － －

　その他 － － －

円 円 円 円

　県補助金 － － －

合　　　　　計

区　　　　　分 本年度予算額 本年度精算額
比較増減

備　考
増 減

新たな営農技術等の導入

事務経費

区　分 事　業　費
負 担 区 分

備考
県補助金 自己負担 その他

円 円 円 円
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産地における取組の中心的な農業者等（事業実施者）の位置づけ

　ア　事業実施者の概要

　イ　経営農地面積、作付状況　【　　年度】

　ウ　産地において取組の中心的な農業者等といえる理由

内訳

作付面積(ha)

大麦・はだか麦

0

注２：事業実施者が複数となる場合は、それぞれ事業実施者明細を作成すること。

借地

注１：事業実施者が産地において中心的であり、本事業の対象とするにふさわしい理由について、具体的に記載すること。

作業受託

自作地

計 0 0 0

事業実施者明細

事業実施者名

（法人の場合は代表者名）

大豆 水稲

0 0

住所

農業従事者数

区分
農地面積
（ｈａ） うち水田 うち畑地 小麦

0
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（別記様式第３号）

令和　年度水田農業経営安定推進対策事業実施（変更）計画書(実績報告書）
（飼料用米の拡大分支援）

※１　生産者ごとにa未満を切り捨てて記入してください。

※２　前年から面積が減少している場合は０としてください。

※３  戦略作物助成の助成対象数量を記入してください。（計画書には記入不要） ×0.8

※４　収穫量が地域の基準収量の8割を下回る場合は理由を記入し、その根拠となる書類を添付してください。（計画書には記入不要）

※５　実施計画書には地域農業再生協議会の業務方法書を添付してください。

R3 R4 R5

R3⇒R5

増加面積
※2

R4⇒R5

増加面積
※3

低収量の理由※5

振込手数料（円）

総額(円）

計

生産者名

戦略作物助成対象面積（a）
※１

交付対象
面積

(a)

地域農業再生協議会名

市町村

基準収量 (kg)

交付額
（3,000円/10a）

経営所得安
定対策等の
交付申請者
管理コード

収穫量
※４

（kg)

面積当たり

収穫量※5

(kg/10a)
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（別記様式第４号）

令和　年度水田農業経営安定推進対策事業実施（変更）計画書（実績報告書）
（多収穫米施設等導入支援）

実施主体名

代表者(職)名

１　多収穫米作付拡大計画(a)

現状 増減

①前年度 事業実施年度 ２年度目 ②目標年度 ②－①

２　主食用米の品種別作付面積(a)

現状 増減

①前年度 事業実施年度 ２年度目 ②目標年度 ②－①

合計

※1 「2 主食用米の品種別作付面積（a）」には、水稲作付面積のうち主食用米の作付面積を品種別に記載する
※2 多収穫米品種は、備考に「多収穫米」と記載する
※3 多収穫米品種の作付面積合計は、1の面積と一致すること
※4 目標年度は事業実施年度の翌々年度

品種名 備考

計画

計画
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３　事業実施計画(実績)

施設・機械等名称
規模・能
力

数量 県 市町村 その他

４　農業生産工程管理（ＧＡＰ）の取組状況

チェック欄

施行箇所
又は設置
場所

施行方法 管理主体

計

事業内容

単価 事業費
県補助金額算定
の基礎となる事

業費

負担区分

備考

「国際水準GAP」又は「美味しまね認証ゴールド」の１年以内の取得に向けて、農場
管理の改善に取り組んでいる

取組状況
認証取得者名

（またはグループ名）
美味しまね認証等取得時期

既に「国際水準GAP」又は「美味しまね認証ゴールド」を取得している

※1 事業内容毎に記入すること

※2 変更の場合は、変更前を比較できるように変更部分を二段書きし、変更前を括弧書きで上段に記載すること。

※3 備考欄には、消費税仕入れ控除税額を減額した場合には「除税額○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合に

は「含む税額」をそれぞれ記載すること。

【添付資料】

・事業費の積算内訳(見積書)

・規模決定根拠、機種決定根拠資料

・施設の位置、概要が分かる図面

・現況写真(実績報告では、完了写真)

・事業実施主体が法人の場合、定款、構成員名簿(役職名を明記のこと)、総会の事業導入議決

・その他必要な書類(施設・機械等管理規定など）
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